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筆者は生保会社の職員であるが、2008 年 4 月より財団法人 生命保険文化センター1に出











生保不信の影響により、2006 年 3 月期決算において減収減益に陥り、死亡保障の新契約















































































財団法人 生命保険文化センターの調査によれば、生命保険の世帯加入率は平成 21 年度




図 1 生命保険の世帯加入率推移 
 
（出所）生命保険文化センター「平成 21 年度 生命保険に関する全国実態調査（速報版）」 
 
















次に生命保険の世帯年間払込保険料を確認すると、平成 21 年度において 45.4 万円と







                                                
3 平成 20 年度末における固定電話の保有状況は 90.0％。 
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第二章 生保業界を取り巻く環境の変化 
図 2 生命保険の年間払込保険料 
 
（出所）図 1 と同じ 
 
第三項 世帯の普通死亡保険金額 
世帯の普通死亡保険金については、 [生命保険文化センター, 2009, ページ: 17]に基づき













り口を変えて個人保険の種類別保有契約件数の推移を説明する。 [生命保険協会, 2009, 
ページ: 12]によれば、こちらは平成 5 年をピークに一旦は減少に転じるが、近年になって









また、合わせて生保業界の収支状況の推移として、 [生命保険協会, 2009, ページ: 18]
に基づき平成 20 年の生保業界全体の経常収益が約 39 兆円ということを伝える。ただし、
金額があまりにも大きすぎて学生には理解が難しいため、「昨年 1 年間の日本国の税収が
いくらくらいか知っているか？」という問いかけをはさむようにしている。平成 21 年度
































































































































































事件発生の遠因には、旧明治生命と旧安田生命の合併があげられる。合併の 2004 年 1
月からさかのぼること 2 年前の 2002 年 4 月、旧明治生命は合併を控え、金子亮太郎社長
主導による「死差益」拡大を掲げた中期経営計画をスタートさせており、死差益拡大のた
め、保険金不払いが行われていた。合併後もその方針は変わらず、数値目標を設けるなど




2005 年 2 月 25 日、金融庁は、契約者に保険金を支払わず、不十分な説明のまま保険商
品を販売する保険業法違反の営業活動を 5 年余り行ったとして、明治安田生命の営業拠点










2002 年 1 月、旧明治生命の金子亮太郎社長が、保険金支払額を大幅に抑制した支払査定
部門を表彰した。 
2002 年 3 月、旧明治生命は支払う保険金を削減して収益を拡大させる”死差益拡大”によ
る中期経営計画を策定し、4 月からスタートさせた。これにより、計画開始以前では年間
10 件程度であった保険金の不払い件数は、2002 年以降は年間数百件にも上った。 










2005 年 3 月 4 日、明治安田生命は 2 週間の業務停止に入った。 






5 月 31 日、3 月期の新規契約高が、前期比 16.2％の大幅減になったと発表した。業務停
止により 3 月の新規契約高が 6 割減ったためであった。 
7 月 5 日、総代会で金子亮太郎社長は契約者に陳謝し、不当不払いの責任を取って辞任
すると表明した。160 名の総代から批判の声はほとんどなかった。同日、金子亮太郎社長
は記者会見で、2004 年度中、保険金詐欺以外の理由で保険金を支払わなかったもののうち、








金の不当な不払いが、過去 5 年間で合計 1,053 件、52 億円になると発表した。これを受け、
すでに辞意表明をしている金子亮太郎社長のほか、宮本会長、および副社長も引責辞任を
表明した。金融庁は明治安田生命に対して、11 月 4 日から 2 週間の新規保険契約と募集停
止（業務停止）と、新商品の開発と販売の無期限の業務地誌を決定した。 
11 月、専務以上の 11 名の退陣を決定、新社長に松尾常務を昇格させることを決定する
とともに、松尾社長の報酬カットなど、役職員 120 名の処分を発表、同日、業務改善計画
を金融庁に提出した。同月、2005 年度上半期の新規契約高が、業界 4 位に転落したこと
が分かった。3 位の座を失うのは合併以来初めてだった。 
2006 年 1 月、「お客さまを大切にする会社」の実現に向けて、「明治安田再生プログラム」
の実施を決定、その一環として、「適切なお支払い」へ向けた取り組みをスタートした。 
2 月、2005 年 10～12 月に契約者から寄せられた苦情件数が急増し、2 万 638 件に上っ
たと発表した。初めて公表した 2005 年 4～9 月と比べると、月平均で 2.4 倍となった。 
3 月、2006 年 3 月期決算を発表した。減収減益で、死亡保障の新契約高は 40.9％減、業
界 3 位から 5 位となった。 
7 月 4 日、総代会で契約者の代表である総代の選任に、業界初の立候補制の導入を決定
した。また、指名、監査、報酬の 3 委員会が経営をチェックする仕組みを作ることも決定
した。 


































                                                















「信頼される企業を目指して」の項立てが、4 項目から 9 項目へ大幅に増やされたこと
が目に付く。「委員会設置会社への移行」「内部統制システムの整備」等、重要項目が新た
に加えられていることが分かる。 














                                                
8 ディスクロージャー誌『明治安田生命の現況』の 2005 年版と 2006 年版との比較。 
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第三章 生保業界の信頼回復への対応 
ガバナンスの強化も加速している。2005 年 12 月に経営陣を刷新、ボードメンバーは総
入れ替えとなり、委員会設置会社へ移行することで、取締役会の過半は社外取締役になっ
た。一連の組織改革により、顧客の立場に立った企業への変革が鮮明に打ち出された。 
なお、ディスクロージャー資料中、リスク管理に関する関連ページ数は 2005 から 2006














から 12 ポイントへ拡大、関連ページ数は 2006→2007 年で 30 ページから 31 ページへ増
加しており、全体的に「読んでもらう冊子を作ろうとしている」努力が感じられる。 
 
                                                





の主要販売チャネルである営業職員チャネル改革の 2 点について説明する。 
 
第一項 明治安田生命に見るガバナンス強化のための組織改革 
明治安田生命保険がいわゆる「保険金不払問題」により 2005 年 2 月・10 月に業務停止・
改善命令を受け、これを発端に保険に関する不信が広がったが、不払問題の原因として「ガ
バナンスの欠如」や「会社の透明性の不足」が指摘された。 



















                                                
10 会社法第 2 条 12 号。 






















表 2 明治安田生命定款（抜粋） 
 
明治安田生命定款 
第 4 章 総代会 
～中略～ 













が分かる。明治安田生命においては 222 名の総代を選ぶこととなっているが、うち 22 名










































                                                
13 日経BP『日経ビジネス』2009 年 3 月 23 日号，p．52． 































































































例えば、日本生命保険においては、平成 20 年 10 月より「総合医療特約」を発売したが、














































増加傾向にあり、今年度も 97 万 797 名（前年度比 102.3％）と増加している。 
銀行等が販売できる生命保険商品の範囲は図 5 の通り順次拡大され、平成 19 年 12 月か
らは、全ての種類の保険商品を取り扱えるようになった。取扱範囲の拡大を大きく捉える
なら、貯蓄性商品から保障性商品への流れがあったとまとめられるだろう。 







































































































図 6 環境変化への対応（学生の場合） 
 
 
 図 7 環境変化への対応（生保会社の場合） 
 































表 4 株式会社と相互会社の比較 









































































































最終的には金融持株会社の設立による経営統合を目指したが、3 社中 2 社が相互会社で
あったため、第 1 段階として大同生命、太陽生命両社が株式会社に転換したうえで金融持




生命の前身である東京生命保険相互会社は 2000 年 9 月末に破綻したが、2001 年 10 月に
太陽生命 50％・大同生命 50％の持株比率で T&D フィナンシャル生命保険株式会社として
業務を再開していた。そして、2005 年 4 月 1 日をもって「T&D ホールディングス」（持
株会社）を設立、3 社が傘下に入る形で経営統合に至った。株式の交換比率は、大同生命
1 株：T&D H100 株、太陽生命 1 株：T&D H55 株、T&D フィナンシャル生命 1 株：T&D 
H15 株であり、T&D ホールディングスの発行株式総数は 241.5 百万株となった。 
                                                
18 「株式会社への転換」の意。 


































図 9 T&Dホールディングスの会社別マーケティング戦略 
 




明治生命と安田生命は、2004 年 1 月 1 日「明治安田生命」として相互会社同士で合併
を果たした。（当初は合併による経営統合を前提とした業務提携を発表） 
両社は株式会社ではないため、株式を活用した企業再編という手法は取れなかった。ま


















・ 2002 年 1 月、経営統合へ向けた全面提携を発表、経営推進委員会の下に実務検討部
会を 10 部会設置、全面提携への具体策を策定開始 
・ 2002 年 3 月、団体年金保険の共同開発、人材交流・合同研修会を開始する 
・ 2002 年 10 月より全支社で人材交流を実施、「共同オフィス」を設置し、システム共
同開発を開始 
・ 同年 10 月 18 日、両社による「合併覚書」調印 
・ 2003 年 5 月 29 日、両社の取締役会決議を経て「合併契約書」に調印、7 月 2 日開
                                                




・ 同年 12 月 26 日、金融庁長官より保険業法第 167 条第 1 項に基づく合併の認可を
取得 
・ 2004 年 1 月 1 日、合併 
 
第二項 明治生命×安田生命 合併のねらいと効果 






事業費を 2 割程度削減したことに加えて、合併により総資産は業界第 3 位、団体保険を








                                                




















                                                
22 東洋経済新報社『週間東洋経済 生保・損保特集 2010 年版』 
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第五章 生保会社の形態転換/再編 





時間・資金 それほど要しない 要する 要する 







組織文化の融合 ほとんど不要 ある程度必要 
必要かつクリティカル
な問題になりやすい 
関係の見直し 関係解消が容易 関係解消が困難 関係解消が不可能 
（出所）グロービス・マネジメント・インスティテュート編「MBA 経営戦略」（ダイヤモンド社，1999），

























































































                                                


















































険相談所が受け付けた平成 21 年度の苦情件数は 7,076 件であり、そのうち発生原因が営













































険販売件数の累計は約 206 万件25、同保有件数は約 121 万件に達している26。また、日本
生命は 2010 年 10 月より、ジブラルタ生命の外貨建保険商品を一部の店舗、販売チャネル
で取り扱うことを発表した27。いずれの例も、自社の商品開発に関わる初期コストを抑え
つつ、商品の品揃えを拡充して機会損失を防ぐ収益モデルといえよう。 









 図 15 販売代理店化戦略における KSF 
 
（出所）筆者作成 
                                                
25 アメリカンファミリー株式会社『アフラックの現状 2010』 
26 第一生命株式会社『2010 第一生命の現状』 
27 日本生命保険相互会社ニュースリリース（2010 年 9 月 3 日付） 













外部的要素分析の代表的なツールとして「5 つの力分析」が挙げられる。「5 つの力」（Five 
















































年 12 月現在、日本国内で経営している生保会社は 47 社あり、健全な競争が行われている
                                                

































                                                






















                                                







































第一項 生活保障の 3つの柱 
生命保険文化センターでは、生活保障は「3 つの柱」から成り立っていると説明してい

































                                                
32 健保組合、最大の赤字 昨年度 5200 億円 保険料収入落ち込む （2010/9/11 付 日本経済新聞
朝刊）主に大企業の会社員とその家族らが加入する健康保険組合（全 1473 組合）の 2009 年
度決算が 5235 億円の赤字になったことが 10 日わかった。赤字幅は前年度より 2046 億円膨
らみ過去最大だった。健康保険組合連合会によると、全組合の８割にあたる 1184組合が赤字。








































年者向けのシップ（SCHIP:State Children’s Health Insurance Program）及び低所得者































































るようにも思える」 [阿部, 2007]と指摘している。 
 


























































                                                
34 健康保険組合連合会HP「健康保険組合の現状」
〈http://www.kenporen.com/m_state/03.html#1〉 







険」の定義を表 7のように述べている [岡田, 2004, ページ: 45]。 
 





























して、平時の所得は 400 万円、入院時は所得が半減し 200 万円、入院する確率は 50％と
する。そして、医療保険を購入する場合、その保険の保険料は 100 万円であり、入院時は
100 万円の保険金が支払われるとする36。これを図式化すると図 21の通りとなる。 
 
図 21 保険加入有無による所得状況の比較 
 














μ  とあらわされる。よって、 
 
 
【状況 A の所得の期待値】 






【状況 B の所得の期待値】 
期待値 ＝0.5×300 万円＋0.5×300 万円 ＝300 万円 
 













2)( μσ＝  とあらわされる。よって、 
 
【状況 A の所得の標準偏差】 
標準偏差 10003002000.53004005.0 22 =×× 万円）万円－（＋万円）万円－（σ＝  
 
【状況 B の標準偏差】 
標準偏差 03003000.53003005.0 22 =×× 万円）万円－（＋万円）万円－（σ＝  
 
となり、状況 A の標準偏差が状況 B の標準偏差が大きくなる。 





























理念型の保険は、損失を被るかもしれない n の個人・企業から保険料 P を集めた資金の













rP ==  










































スクを結合した結果、AとBはともに、まったく損失を被らない確率が 0.8 から 0.64 に減
少し、新たに 250 万円の損失を被る確率が 0.32 生じるものの、500 万円の損失という最
悪の事態が発生する確率も 0.2 から 0.04 に減少する。取決めの結果、両者の偶然損失の確
率分布が変化する。つまり、分布の平均である期待損失は同じであるが、標準偏差（リス
ク）が減少する。 [岡田, 2004, ページ: 46-50] 
 















































































































































































（良491 万人×0.02％＋悪501 万人×0.08％）÷（良 1 万人＋悪 1 万人）×100＝0.05％ 
 
となる。保険料は、将来受け取れるかもしれない保険金の数学的期待値に等しいから、




健康状態の良い人たちの真の損失の期待値は 2,000 円（＝1000 万円×0.02％）であり、
保険会社が提示する 5,000 円の保険料は割高に感じられるであろう。一方、健康状態の悪



































両者の違いは、公的医療保険制度のみが持つ表 11の 2 点の性質に起因するものと整理
できる。 
 






















                                                
51 権丈善一は「「給付反対給付均等の原則」は、それ自体が人間社会の中で価値があるから厳守
されるわけではなく、市場において経営体が継続して存在するためにはその原則を守らなけれ





























































































































                                                
55 フランスの医療保障制度の全体像と民間医療保険の位置付けの詳細は、 [中村, 2006]を参照。 
56 明治安田生命保険相互会社「明日のミカタ」および「医療費リンクシリーズ」 
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